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研究成果の概要（和文）：本研究では，災害時にリモートセンシングにより得られた広域被害情報を地方自治体
の災害対応業務に活用し，その意思決定を高度化する方法を明らかにすることを目的とする．そのために，
（1）災害時の地方自治体の意志決定分析，（2）リモートセンシングによる被害把握手法の高度化，（3）リモ
ートセンシングが貢献し得る地方自治体の災害時意思決定リストの調査，（4）リモートセンシング技術を生か
した，地方自治体の新たな意思決定手法の検討，の4つの課題に取り組んだ．

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify how to utilize the wide-area damage information 
obtained by remote sensing in disaster response operations of local governments and to enhance their
 decision-making. For this purpose, the following subprojects were addressed. (1) Decision-making 
analysis of local governments during disasters, (2) Improvement of damage assessment methods using 
remote sensing, (3) Investigation of decision-making lists of local governments during disasters to 
which remote sensing can contribute, (4) Study of new decision-making methods for local governments 
utilizing remote sensing technology
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研究成果の学術的意義や社会的意義
災害発生直後，情報通信手段の途絶や道路網の遮断により，被災地が孤立する状況（情報空白期）は，災害対応
に関わる意思決定の全てにおいて障害となる．本課題の解決には，リモートセンシング技術が有効である．これ
までにも，人工衛星や航空機，無人航空機などによる観測技術の発展を背景に，建物やインフラ構造物，道路な
どの広域の被害を短時間で把握する手法について，学術的な検討が行われてきた．しかし，災害リモートセンシ
ング研究により得られた知見を現場でいかにして活用していくかの方法論については，学術的な検討が十分に行
われていない．本研究では，この部分の課題解決に取り組んだ．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
2011 年東北地方太平洋沖地震津波や平成 30 年 7 月豪雨，令和元年台風第 19 号のような広
域自然災害が発生すると，被害は広域におよぶ．また，情報通信手段の途絶や道路網の遮断によ
り，どこでどのような被害が発生しているかがわからない状況に陥る（情報空白期）．この情報
空白期は，災害対応に関わる意思決定の全てにおいて障害となる．情報通信手段が途絶している
状況において，広域の被災状況を把握するためには，人工衛星や航空機，ヘリコプターを基盤と
したリモートセンシング技術が極めて有効である．これまでにも，人工衛星や航空機，無人航空
機などによる観測技術の発展を背景に，建物やインフラ構造物，道路などの広域の被害を短時間
で把握する手法について，学術的な検討が行われてきた．近年は，ディープラーニングを始めと
する機械学習の応用が進み，衛星画像や空撮画像による広域被害の推定精度は大きく向上して
きている．しかし，災害リモートセンシング研究により得られた知見を現場でいかにして活用し
ていくかの方法論については，学術的な検討が十分に行われていない． 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では，災害時にリモートセンシングにより得られた広域被害情報を地方自治体の災害対
応業務に活用し，その意思決定を高度化する方法を明らかにすることを目的とする．そのために
以下の小課題に取り組んだ． 
 
1. 災害時の地方自治体の意志決定分析 
2. リモートセンシングによる被害把握手法の高度化 
3. リモートセンシングが貢献し得る地方自治体の災害時意思決定リストの調査 
4. リモートセンシング技術を生かした，地方自治体の新たな意思決定手法の検討 
 
３．研究の方法 
 
初年度は，リモートセンシングによる被害把握技術の高度化に取り組んだ．具体的には，（１）
2018 年北海道胆振東部地震や令和元年台風 19 号で発生した土砂災害域を抽出する手法の高度
化と，（２）空中ドローンにより撮影した地表の人間を抽出する手法の高度化に取り組んだ．（１）
では，被災前後の土砂災害域を撮影した ALOS-2/PALSAR-2の変化抽出により得られたデータ
とその地域特有の空間情報データから得られる情報を説明変数，土砂災害域の被災地を従属変
数として機械学習を適用し，有効なモデルが何かについて検討を行った．（２）では，空撮によ
り撮影した人のデータに，機械学習を適用し，人を抽出し，その位置をマッピングする方法につ
いて，検討を行った． 
 
2年目は，地方自治体の災害時の意思決定に必要な情報が何かということと，リモートセンシン
グデータをその意思決定に有効活用するためには，どのような形式で情報を提供するのが良い
かということについて，社会調査を通じて検討を行った．具体的には，研究代表者の研究機関が
所属する地方自治体の危機対策課への聞き取りを通じて，通常の広域自然災害で様々な意思決
定の工程について社会調査を行い，初年度に得られた被害情報の地図データが活用できる工程
について分析を行なった．3年目は，初年度と 2年目の研究成果を統合し，リモートセンシング
を活用した，災害時の意思決定モデルを新しく構築した．  
 
 
４．研究成果 
 
各年度の成果を以下に列挙する． 
 
（初年度） 
当初の計画では、初年度には以下の課題に取り組むことになっていた。 
(1-1) リモートセンシングによる土砂災害域手法の高度化 
(1-2) 空中ドローンによる人抽出手法の高度化 
(1-1)では、2018年北海道胆振東部地震被災地を対象とし、北海道胆振東部地震の被災地を

撮影した ALOS-2/PALSAR-2データにより生成した特徴量を利用し、ランダムフォレストによ
り土砂災害域を検出するモデルを構築した（総合精度：78%）。また、関連する課題として、2018
年西日本豪雨災害の被災地を対象とし、ALOS-2/PALSAR-2 データにより浸水した建物域を検
出するモデルを構築した（総合精度：97.8%）。局所最適解に陥らないようにすることで、従来



法から精度を改善した点が新しい点となる。 
(1-2)では、空中ドローンに既存の人検出のライブラリ(M2DET)を適用することで、撮影画

像から人の位置をマッピングする手法を構築し、その実用可能性を検証した。具体的には、ドロ
ーンの高度や撮影角度と、人検出の成功・失敗の関係を分析し、空中ドローンから人検出を行う
際の撮影限界がどこにあるかを調査した。 
 
（2年目） 
2年目の研究実施計画としては、地方自治体の災害時の意思決定に必要な情報が何かということ
と、リモートセンシングデータの活用方法について検討を行うことを課題として設定した。 
その課題を解決すべく、最初にリモートセンシングの地方自治体災害対応業務への活用可能性
に関する調査を実施した。具体的には、石川県能美市地域防災計画（一般災害対策編・3章災害
応急対策計画）を業務主体・災害対応業務のマトリックスへ分解し、リモートセンシングにより
効率化が期待される災害対応業務のタスクを選定することで、各災害対応業務におけるリモー
トセンシングの利用可能性の割合を計算した。その結果、「気象情報の発表」や「災害情報の収
集・伝達」、「救助・救急活動」の業務において、8割以上の業務にリモートセンシングが貢献で
きる可能性を確認することができた。さらに、3章災害応急対策計画に記載の 38項目の業務の
うち 13項目では、その項目中のタスクの半数以上がリモートセンシングの活用で効率化が図ら
れる可能性があるということがわかった。これらの情報をもとに、リモートセンシングデータの
新しい活用方法について検討を行った。また、初年度に取り組んだ「リモートセンシングによる
被害把握技術の高度化」に関連する研究として、洪水被災地を対象として建物域における浸水の
有無を推定する技術の高度化に取り組んだ。 
 
（3年目） 
災害リモートセンシングにより得られた知見を現場で効果的に活かしていくための方法論を構
築することを目的に、（3-1）地方自治体の広域災害発生時の意思決定工程の調査、（3-2）これ
らの意思決定をリモートセンシングで支援する方法論の構築という２つの課題に取り組む計画
を立てた。各課題に取り組むことで得られた知見を以下に整理する。 
（3-1）については、某地方自治体の地域防災計画および危機管理課への聞き取りを行い、捜索
活動の現場で行われる意思決定のフローを作成した。実際の災害時の動きは複雑なので、そのフ
ローがそのまま現場で利用できるとは限らないが、少なくとも事前に、災害発生時の連携につい
てシミュレーションする材料になりうると考えられる。 
（3-2）については、既存の災害対応業務の中で、リモートセンシングが貢献しうるタスクを具
体的に抽出し、応用方法について検討を行った。 
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